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(57)【要約】
　本発明は、大エネルギー貯蔵容量および出力を有する
可搬性エネルギー貯蔵モジュール（１）と、当該エネル
ギー貯蔵モジュール（１）を有するエネルギー貯蔵シス
テム（１０）と、電力系統（ＬＳ，ＮＳ）における需要
に対しエネルギー貯蔵システム（１０）を調整する方法
に関する。このため、可搬性エネルギー貯蔵モジュール
（１）は、モジュール収容筐体（２）を有する。モジュ
ール収容筐体（２）は、１つ以上の電力接続インターフ
ェース（２１ａ，２１ｂ，２１ｃ）と、１つ以上のデー
タインターフェース（２２ａ，２２ｂ，２２ｃ）を有す
る。さらに、可搬性エネルギー貯蔵モジュール（１）は
、複数のフライホイールエネルギー貯蔵部（３１）を有
するフライホイールモジュール（３）と、フライホイー
ルモジュール（３）の動作に必要最低限の真空を生成す
る真空モジュール（４）と、フライホイールモジュール
（３）の動作中に少なくとも内部熱負荷を除去する冷却
モジュール（５）と、モジュール筐体（２）内のモジュ
ール（３，４，５，．．．）を適切に制御し、電力系統
（ＬＳ，ＮＳ）における制御およびシステムタスク（Ｏ



(2) JP 2015-534439 A 2015.11.26

10

20

30

40

50

【特許請求の範囲】
【請求項１】
　モジュール収容筐体（２）を有する可搬性エネルギー貯蔵モジュール（１）であって、
少なくとも１つの電力接続インターフェース（２１ａ，２１ｂ，２１ｃ）と、
少なくとも１つのデータインターフェース（２２ａ，２２ｂ，２２ｃ）とを有し、
　前記モジュール筐体（２）内のエネルギー貯蔵モジュール（１）はさらに、
　共通モジュール貯蔵容量（ＭＳＫ）およびモジュール出力（ＭＬ）を提供するため、直
流リンク（３２）を介して少なくとも１つの電力接続インターフェース（２１ａ，２１ｂ
，２１ｃ）に接続される複数のフライホイールエネルギー貯蔵部（３１）を有するフライ
ホイールモジュール（３）と、
　該フライホイールモジュール（３）を動作させるのに必要最低限の真空を、フライホイ
ールエネルギー貯蔵部（３１）内に生成する真空モジュール（４）と、
　前記モジュール筐体（２）における、少なくとも前記フライホイールモジュール（３）
や真空モジュール（４）のようなモジュール（３，４，５，．．．）を適切に制御し、電
力系統（ＬＳ，ＮＳ）内で制御およびシステムタスク（ＯＲＳ，ＮＯＲＳ）を実行するた
め、データインターフェース（２２ａ，２２ｂ，２２ｃ）を介してデータ通信を実現する
モジュール制御システム（６）とを有し、
　１つ以上の電力接続インターフェース（２１ａ，２１ｂ，２１ｃ）が、少なくとも局地
的および／または非局地的電力系統（ＬＳ，ＮＳ）への接続のために設けられ、
　１つ以上のデータインターフェース（２２ａ，２２ｂ，２２ｃ）が、接続された電力系
統（ＬＳ，ＮＳ）において実行される制御およびシステムタスク（ＯＲＳ，ＮＯＲＳ）を
少なくとも外部データ（ＥＤ）として受信（ＥＭ）し、動作データ（ＢＤ）を外部に送信
するために設けられ、
　前記モジュール筐体（２）は、内蔵するモジュール（３，４，５，．．．）の安全な搬
送に適するよう構成され、動作中にフライホイールエネルギー貯蔵部（３１）の静的およ
び動的負荷を吸収することを特徴とする、エネルギー貯蔵モジュール（１）。
【請求項２】
　前記モジュール筐体（２）は、少なくとも全側面に亘って防風、防水仕様となっており
、
　該モジュール筐体（２）の制御された室内温度を維持するため、断熱層（２３）が全側
面に設けられ、
　該断熱層（２３）は、好ましくはモジュール筐体（２）内側、またはモジュール筐体（
２）内部に設けられることを特徴とする、請求項１に記載のエネルギー貯蔵モジュール（
１）。
【請求項３】
　前記モジュール筐体（２）は、規格に準拠したコンテナであり、好ましくはＩＳＯ規格
コンテナであることを特徴とする、請求項１または２に記載のエネルギー貯蔵モジュール
（１）。
【請求項４】
　前記モジュール筐体（２）は、下面（２Ｕ）または１つ以上の側面（２Ｓ）に設けられ
た、エネルギー貯蔵モジュール（１）を地面（Ｂ）に安全かつ取り外し可能に固定するた
めの地面固定手段（２４）を有することを特徴とする、請求項２または３に記載のエネル
ギー貯蔵モジュール（１）。
【請求項５】
　前記フライホイールモジュール（３）は、前記フライホイールエネルギー貯蔵部（３１
）が設置、嵌合される共通フレーム（３３）を有し、
　該フレーム（３３）は、フライホイールモジュール（３）全体がモジュール筐体（２）
に対し着脱可能に挿入されるように構成されることを特徴とする、請求項１から４のいず
れか１項に記載のエネルギー貯蔵モジュール（１）
【請求項６】
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　故障のような異常事態の際に、各フライホイールエネルギー貯蔵部（３１）の機械的エ
ネルギーが固定手段（２４）に対し、前記フレーム（３３）内の構成要素を通じて放出で
きるよう、前記フライホイールエネルギー貯蔵部（３１）が、フライホイールモジュール
（３）の前記フレーム（３３）に設けられることで、隣接した前記フライホイールエネル
ギー貯蔵部（３１）が、動作中に影響を受けず、前記エネルギー貯蔵モジュール（１）が
地面（Ｂ）に固定されていること、を特徴とする請求項５に記載のエネルギー貯蔵モジュ
ール（１）。
【請求項７】
　前記直流リンク（３２）は、電力変換器（３４）またはフォワードコンバータ（３４）
に接続された共通直流バス（３２）であることを特徴とする、請求項１から６のいずれか
１項に記載のエネルギー貯蔵モジュール（１）。
【請求項８】
　少なくとも３０秒超の期間、非局地的電力系統（ＮＳ）に対し、電流を放出可能なエネ
ルギー貯蔵モジュール（１）のモジュール貯蔵容量（ＭＳＫ）を提供可能となるよう、前
記フライホイールエネルギー貯蔵部（３１）の数が設定されることを特徴とする、請求項
１から７のいずれか１項に記載のエネルギー貯蔵モジュール（１）。
【請求項９】
　前記真空モジュール（４）は、
　動作用真空を生成するための共通真空ポンプ部（４１）と、
　前記フライホイールエネルギー貯蔵部（３１）が接続されたパイプシステム（４２）と
を有することを特徴とする請求項１から８のいずれか１項に記載のエネルギー貯蔵モジュ
ール（１）。
【請求項１０】
　前記フライホイールモジュール（３）の動作中に少なくとも内部熱負荷を除去するため
または空気調整を行うために、加熱および／または冷却モジュール（５）をさらに有する
、請求項１から９のいずれか１項に記載のエネルギー貯蔵モジュール（１）。
【請求項１１】
　前記モジュール制御システム（６）は、接続された１つ以上の局地的電力系統（ＬＳ）
における局地的制御およびシステムタスク（ＯＲＳ）および／または接続された非局地的
電力系統（ＮＳ）における非局地的制御およびシステムタスク（ＮＯＲＳ）を実行するた
め、少なくとも貯蔵モジュール（３）に、少なくとも１つの電力接続インターフェース（
２１ａ，２１ｂ）を介してエネルギーを回収（Ｅｎ）または放出（Ｅｐ）するよう指示し
、対応するエネルギー流（ＥＦ）を、調整部（７）により適切に局地的および／または非
局地的電力系統（ＬＳ，ＮＳ）に分配することを特徴とする、請求項１から１０のいずれ
か１項に記載のエネルギー貯蔵モジュール（１）。
【請求項１２】
　請求項１に記載のエネルギー貯蔵モジュール（１）を複数有するエネルギー貯蔵システ
ム（１０）であって、
　該エネルギー貯蔵システム（１０）は、共通データネットワーク（８）により、少なく
ともデータインターフェース（２２ａ，２２ｂ，２２ｃ）を介して互いに接続され、
　各モジュール制御システム（６）は、前記エネルギー貯蔵システム（１０）に接続され
た電力系統（ＬＳ，ＮＳ）において、全モジュール貯蔵容量（ＭＳＫ）およびモジュール
出力（ＭＬ）の総計から共通システム貯蔵容量（ＡＳＫ）およびシステム出力（ＡＬ）を
提供できるよう、エネルギー貯蔵システム（１０）の共通制御（ＧＳ）を実行することを
特徴とする、エネルギー貯蔵システム（１０）。
【請求項１３】
　全エネルギー貯蔵モジュール（１，１’，１’’）の電力接続インターフェース（２１
ａ，２１ｂ，２１ｃ）は、非局地的電力系統（ＮＳ）および少なくとも１つの局地的電力
系統（ＬＳ）に接続されるため、共通接続点（９）に接続されることを特徴とする、請求
項１２に記載のエネルギー貯蔵システム（１０）。
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【請求項１４】
　前記モジュール制御システム（６）のうち、１つはマスター制御システム（６Ｍ）、そ
の他はスレーブ制御システム（６Ｓ）となり、
　前記マスターモジュールシステム（６Ｍ）は、接続された電力系統（ＬＳ，ＮＳ）にお
いて制御およびシステムタスク（ＯＲＳ，ＮＯＲＳ）を共同で実行するよう、フライホイ
ールエネルギー貯蔵部（３１）を制御するための指示を、データネットワーク（８）を介
して前記スレーブ制御システム（６Ｓ）に送信することを特徴とする、請求項１２または
１３に記載のエネルギー貯蔵システム（１０）。
【請求項１５】
　制御およびシステムタスク（ＯＲＳ，ＮＯＲＳ）のために、局地的および非局地的エネ
ルギーを可変的に提供する方法であって、
　接続される特定の電力系統（ＬＳ，ＮＳ）における、所望の制御およびシステムタスク
（ＯＲＳ，ＮＯＲＳ）を実行（ＡＯ，ＡＮＯ）するために必要なシステム貯蔵容量（ＡＳ
Ｋ）およびシステム出力（ＡＬ）を決定（ＢＳ）する工程と、
　それぞれモジュール貯蔵容量（ＭＳＫ）と、モジュール出力（ＭＬ）と、モジュール制
御システム（６）とを有する、請求項１に記載のエネルギー貯蔵モジュール（１，１’，
１’）’を所定数設置場所に設置（ＡＦ）する工程であって、エネルギー貯蔵モジュール
（１，１’，１’’）の数が、全モジュール貯蔵容量（ＭＳＫ）およびモジュール出力（
ＭＬ）の総計が必要なシステム貯蔵容量（ＡＳＫ）およびシステム出力（ＡＬ）に対応す
るよう設定される工程と、
　前記エネルギー貯蔵モジュール（１，１’，１’’）のモジュール筐体（２）を、設置
場所の地面（Ｂ）に固定（ＶＡ）する工程と、
　前記エネルギー貯蔵モジュール（１，１’，１’’）を共通接続点（９）に接続（ＡＳ
Ｍ）し、接続点（９）を各電力系統（ＬＳ，ＮＳ）に接続（ＡＳＳ）し、エネルギー貯蔵
モジュール（１，１’，１’’）を共通データネットワーク（８）を介して互いに接続（
ＶＢ）することで共通エネルギー貯蔵システム（１０）を形成する工程と、
　各モジュール制御システム（６）、好ましくは選択されたマスター制御システム（６；
）により、エネルギー貯蔵システムを共同制御（ＧＳ）することで、接続された電力系統
（ＬＳ，ＮＳ）において制御およびシステムタスク（ＯＲＳ，ＮＯＲＳ）が実行（ＡＯ，
ＡＮＯ）されるよう共通システム貯蔵容量（ＡＳＫ）およびシステム出力（ＡＬ）を提供
する工程と、
　前記エネルギー貯蔵システム（１０）を、要求されたシステム貯蔵容量（ＡＳＫ）およ
びシステム出力（ＡＬ）の変化に応じて調整（ＡＰ）する工程であって、調整（ＡＰ）は
請求項１に記載のエネルギー貯蔵モジュール（１’’’）を、前述の方法工程に従いさら
に追加（Ｈ）するか、エネルギー貯蔵システム（１０）から１つ以上のエネルギー貯蔵モ
ジュール（１’’）を除去（Ｅ）することで実現され、除去（Ｅ）は、除去される特定の
エネルギー貯蔵モジュール（１’’）の電力接続（２１ａ，２１ｂ，２１ｃ）が全て接続
点（９）から切断され、全てのデータインターフェース（２２ａ，２２ｂ，２２ｃ）がデ
ータネットワーク（８）から切断され、モジュール筐体（２）が設置場所から取り外され
た上で実行される工程と、
を含む方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、大エネルギー貯蔵容量および出力を有する可搬性エネルギー貯蔵モジュール
と、当該エネルギー貯蔵モジュールを有するエネルギー貯蔵システムと、電力系統におけ
る制御およびシステムタスクにエネルギーを可変的に供給する方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　現在、送電網および広域同期系統における送電網の相互接続により、広大な範囲に電力
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供給が可能となっている。電力系統間でのバラツキが拡大していることから、電力系統に
おける局地的タスクを達成する分散型エネルギー貯蔵システムに対する需要も高まってい
る。たとえば、局地的タスクとは、局地的発電の局地的電力消費、適時な予想を通じた再
生可能エネルギーによる局地的電力供給改善などである。たとえば、地理的に分散した風
力タービンや太陽光発電による分散型発電では、制御困難な、電力系統間での電圧のバラ
ツキが生じやすい。十分な輸送能力を持つ電力系統は限られているため、一時的かつ局地
的に電力過剰供給、需要が生じても、電力系統によりそれを送ることはできない。従って
、系統の高質化、安定したエネルギー供給、エネルギー輸送能力の確保のため、既存の電
力系統に対し、用途に応じて柔軟に組み込み可能な分散型エネルギー貯蔵システムが望ま
れている。
【０００３】
　電力系統の拡張にともない、長期的に見れば電力輸送のボトルネックは解決できよう。
しかし、広大な範囲を網羅するには非常にコストがかかり、さらに長い承認、建設期間を
要する。そして電力を均等に分散するには、可変的に、あらゆる場所で即座に使用可能で
、さらに必要に応じて別の場所へ迅速に移動可能でありながら、さらに系統安定化のため
大エネルギー貯蔵容量および出力を有する貯蔵手段が求められる。揚水発電所は、莫大な
エネルギーを貯蔵可能な容量を有し、電力系統に対しわずかだが貯蔵を行うことができる
。しかし揚水発電所は、設置場所から移動させることはできない。即ちあらゆる場所に設
置されたり、必要に応じて動かしたりすることはできないのである。従って、揚水発電所
のエネルギーは、多くの場合容量不足となる電線を通じて非常に長距離にわたり送る必要
もあることから、配電に関わる問題を解決するものではない。そして揚水発電所の建設は
非常に複雑なものであり、多大な時間とコストがかかる。さらに揚水発電所は全負荷運転
用に設計されており、局地的な局地的電力供給システムの高質化に寄与するものではない
。
【０００４】
　電池式貯蔵装置は、場合によっては別の場所に移動可能であり、可変的に使用可能なエ
ネルギー貯蔵器の一種である。しかし電池式貯蔵装置は、動作中の負荷変動に対応不能で
あり、温度、システム故障、誤動作により急速に劣化してしまう。さらに、電池式貯蔵装
置には非常に高頻度な保全が不可欠であり、火災や化学物質の危険性が高いことからも、
環境や水に対して危害を及ぼし得るものであって、保護保全が非常に困難である。フライ
ホイールエネルギー貯蔵システムなどの、今日利用可能な大容量機械的エネルギー貯蔵シ
ステムは現状、機械的理由から固定的に建設されるものであって、局地的な系統問題の解
決以外には供されない。そして現状当該システムは可搬性を有しておらず、当然移動によ
る迅速な容量変化も不能である。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　従って、本発明の目的は、可変的にあらゆる所望の場所に、迅速かつ容易に配置可能な
、電力系統における制御およびシステムタスクに対して十分に大きな貯蔵容量および出力
を有するエネルギー貯蔵システムを提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　上記目的は、モジュール収容筐体を持つ可搬性エネルギー貯蔵モジュールであって、少
なくとも１つの電力接続インターフェースと、少なくとも１つのデータインターフェース
とを有し、モジュール筐体内のエネルギー貯蔵モジュールはさらに、共通モジュール貯蔵
容量およびモジュール出力を提供するため、直流リンクを介して少なくとも１つの電力接
続インターフェースに接続される複数のフライホイールエネルギー貯蔵部を有するフライ
ホイールモジュールと、フライホイールモジュールを動作させるのに必要最低限の真空を
、フライホイールエネルギー貯蔵部内に生成する真空モジュールと、モジュール筐体にお
ける、少なくともフライホイールモジュールや真空モジュールのようなモジュールを適切
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に制御し、電力系統内で制御およびシステムタスクを実行するため、データインターフェ
ースを介してデータ通信を実現するモジュール制御システムとを有し、１つ以上の電力接
続インターフェースが、少なくとも局地的および／または非局地的電力系統への接続のた
めに設けられ、１つ以上のデータインターフェースが、接続された電力系統において実行
される制御およびシステムタスクを少なくとも外部データとして受信し、動作データを外
部に送信するために設けられ、モジュール筐体は、内蔵するモジュールの安全な搬送に適
するよう構成され、動作中にフライホイールエネルギー貯蔵部の静的および動的負荷を吸
収することを特徴とする、エネルギー貯蔵モジュールにより達成される。
【０００７】
　本発明に係るエネルギー貯蔵モジュールは、所望のあらゆる場所に取り外し可能に迅速
かつ簡易に設置可能なエネルギー貯蔵システムまたは当該エネルギー貯蔵システムの構成
要素である。モジュール構造により、当該エネルギー貯蔵システムに対し、その他エネル
ギー貯蔵モジュールを容易に組み合わせる、または追加することができる。これにより、
エネルギー貯蔵モジュールや、エネルギー貯蔵システムとなる複数のエネルギー貯蔵モジ
ュールの組み合わせは、電力系統における制御およびシステムタスクに対して十分に大き
なエネルギー貯蔵容量および出力を提供する。また、単一のエネルギー貯蔵モジュールが
エネルギー貯蔵システムであってもよく、その場合、エネルギー貯蔵モジュールのモジュ
ール貯蔵容量およびモジュール出力がシステム貯蔵容量およびシステム出力となる。当該
エネルギー貯蔵モジュールを有するエネルギー貯蔵システムも、エネルギー貯蔵モジュー
ルと同様の可搬性を有する。モジュール筐体は搬送用に設計されているため、モジュール
筐体内の構成要素は、エネルギー貯蔵モジュールが長期間稼働可能となり、さらにエネル
ギー貯蔵モジュールが別の場所に移動可能となるような機械強度を有する。さらに、モジ
ュール構造により、設置場所への設置が容易となる。即ち、エネルギー貯蔵モジュールが
動作するために必要な構成要素は全てモジュール筐体内に配置されており、エネルギー貯
蔵モジュールを設置場所にて、電力接続インターフェースおよびデータインターフェース
を介して必要な電力およびデータ接続に接続するだけでよいのである。モジュール構造に
基づき、要求に応じてエネルギー貯蔵モジュールの数の増加することで、利用可能容量は
増加可能である。従って、各エネルギー貯蔵モジュールは、単独またはモジュール構造エ
ネルギー貯蔵システムで有効に利用可能であるため、高費用効果で製造、動作可能である
。エネルギー貯蔵モジュールは、モジュール筐体内のモジュールを有する。これらモジュ
ールは、フライホイールモジュールや、真空モジュールや、さらに好ましくは必要に応じ
て加熱および冷却モジュールのようなエネルギー貯蔵モジュールの動作に必要な構成要素
である。
【０００８】
　モジュール筐体が全てのモジュールおよび内蔵される構成要素を収容することで、可搬
性が得られる。ここで、「収容」とは、たとえば周辺に対しエネルギー貯蔵モジュールの
全面を、上面、底面、側面が取り付けられる筐体フレームにより画定することである。高
強度なモジュール筐体とするため、たとえば筐体フレームの少なくとも大部分をコンクリ
ート、金属、または鋼鉄で構成可能であるが、フレームは好ましくは完全に鋼鉄製である
。収容モジュール筐体は、搬送または動作中にモジュール筐体の中身を外部効果から保護
する。好ましくは、モジュール筐体内のモジュール、具体的にはフライホイールモジュー
ルが、モジュール間、より具体的にはフライホイールモジュールとモジュール筐体との間
の緩衝要素により、動作および搬送中に保護される。搬送後も、エネルギー貯蔵モジュー
ル内に緩衝要素が少なくとも部分的に残されてもよい。これによりフライホイールエネル
ギー貯蔵部の動作中の静的および動的負荷が吸収される。モジュール筐体は、頑丈な材料
でできているため、緩衝要素でも吸収不能な静的および動的負荷を吸収可能である。ここ
で、通常動作や、異常動作中に発生した機械的負荷は、搬送用の固定点や局地的固定点に
排出される必要がある。これは、たとえばモジュール筐体および／またはモジュール内の
適切な鋼鉄製フレームに対し、各フライホイール貯蔵部が緩衝要素の有無に関わらずに取
り付けられることで可能となる。したがって、発生した負荷は、所定の負荷伝達点を介し
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て外部、たとえば基礎に排出される。モジュール筐体は、エネルギー貯蔵モジュールが、
トラック、クレーン、輸送船のいずれかにより搬送可能となるような任意の適切なサイズ
であってよい。そしてモジュールボックスは、固定具や接続点が外部にあらかじめ設けら
れたボックスやコンテナであってよい。
【０００９】
　さらにモジュール筐体に求められる目的は、必要な基本熱的条件を満たすことである。
このため、一実施形態のモジュール筐体は少なくとも防風および防水仕様となっており、
モジュール筐体内の制御内部温度をたとえば１０°Ｃ～４５°Ｃに維持するための断熱層
を持つことを特徴とする。理想的な断熱層は、たとえば鋼鉄、コンクリートまたはプラス
チックなどの防風外部素材の裏か間に、発泡断熱材や断熱ウールを取り付けたものである
。好適な実施形態では、内部のモジュール筐体上、またはモジュール筐体内に断熱処理が
なされる。これにより、断熱層が天候や日光などの外部効果から保護され、長期間にわた
って効果を発揮することが可能となる。「モジュール筐体内」ということは、断熱層はモ
ジュール筐体の表面に取り付けることなくモジュール筐体（コア層としてのサンドイッチ
構造）と一体化される。理想的なモジュール筐体はさらに、外部に面した制御熱放出用の
熱交換器を有することを特徴とする。天候からの保護のため、モジュール筐体、熱交換器
、電流供給線はいずれも水や大量の空気が侵入しないよう構成される。熱および機械的保
護効果を得るための理想的な断熱層として、たとえば固有安定性をもちつつ断熱効果も持
つような４０ｍｍを超える厚さの発泡コアを有するサンドイッチ材が挙げられる。機械的
負荷を内部から外部へと送るため、サンドイッチ材は設置場所で、備え付けの金属や、金
属管フレームにより補強される。内部システム点と、外部取付点はいずれもこれらフレー
ムに固定可能である。直射日光などの外部熱負荷をさらに遮断するため、保護材や吸収材
などの適切な要素や構造を設けてもよい。
【００１０】
　本発明の更なる実施形態では、フライホイールモジュールは、モジュール内部に共通フ
レームを有する。フライホイールエネルギー貯蔵部は共通フレームに設置および嵌合され
る。フレームに支持されることで、複数のフライホイールエネルギー貯蔵部の相対的位置
は確実に、堅固に固定される。この目的に適したフレームとしては、たとえばＩ形梁や箱
型の鋼鉄製フレームが互いに溶着される。フレームの慣性モーメントや材料厚さは、通常
または異常動作負荷により力がかかってもフレームが大きく変形しないよう設定される。
このため、フレームにせん断補強材を内部に一体化する必要があり得る。理想的なフレー
ムとしては、筐体が力を筐体基礎に伝達可能なよう、力をモジュール筐体に的確に送るこ
とが可能なように設計されたフレームが挙げられる。
【００１１】
　好適な実施形態において、フレームは、フライホイールモジュール全体がモジュール筐
体に対し着脱可能なように設計される。その結果、モジュール筐体外のフライホイールエ
ネルギー貯蔵部をフライホイールモジュールにあらかじめ設置できる。これにより、モジ
ュール筐体と比較して、組み付け性が飛躍的に向上するため、フライホイールエネルギー
貯蔵部を迅速にフレーム内に組み付けることができるようになる。さらに、故障したフラ
イホイールエネルギー貯蔵部は、モジュール筐体から交換のためフレームを取り外し、故
障したフライホイールエネルギー貯蔵部を交換した後、フレームを再度挿入することで、
迅速な交換が可能となる。容易に保全可能な全体構造を得るため、たとえばフライホイー
ルエネルギー貯蔵部の幾何学的配置により、フライホイールモジュールに作業路を設ける
こととしてもよい。作業路により、全モジュール構成要素にアクセス可能となり、各フラ
イホイールモジュールまたはシステム構成要素を取り出し、交換可能である。
【００１２】
　一実施形態において、フライホイールエネルギー貯蔵部は、フライホイールモジュール
のフレームに、故障のような異常事態がおきると、フレーム内の構成要素を通じて、各フ
ライホイールエネルギー貯蔵部の機械的エネルギーが排出されるよう設けられる。そのた
め、隣接したフライホイールエネルギー貯蔵部が動作中に影響受けることはなくなる。
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【００１３】
　さらなる実施形態では、モジュール筐体は標準的コンテナであり、好ましくはＩＳＯ規
格コンテナである。標準的コンテナは、別の設置場所への高速搬送に、適した搬送装置が
利用可能になるようなサイズに設定される。搬送装置は、適したトラック、貨物列車、あ
るいは搬送手段の変更が必要な場合には、貨物船や好適な積み下ろし場所での荷卸し場な
どである。ＩＳＯ規格コンテナは、ＩＳＯ６６８に準じた大規模コンテナである。これに
より、図示の例ではエネルギー貯蔵モジュールである物品の輸送、発送、貯蔵、荷卸しが
容易かつ迅速に実行可能となる。最も一般的なＩＳＯ規格コンテナは幅８フィート、長さ
２０～４０フィートである。一般的な高さとしては、陸路での搬送に障害をきたさない程
度の高さである。サイズに応じて、ＩＳＯ規格コンテナは、３３～８６立法メートルの容
量と、２１～２７トンの最大積載量を持つ。技術的な観点から、モジュールの重量は搬送
に適したものに設定されることが好ましい。即ち、モジュールは異常負荷への耐性を高く
するため、軽すぎてはならない。本発明に係るエネルギー貯蔵モジュールに対して、先行
技術に係る、大容量のフライホイールエネルギー貯蔵部は、取り外し不能に設置場所の地
下に接続され、たとえば地面のコンクリート基礎内に埋め込まれる。このようなユニット
は固定されており、システムユニット全体を分解しない限り取り外し不能であるため、可
動性を有さない。
【００１４】
　さらなる実施形態において、モジュール筐体は底面または１つ以上の側面に、地面固定
手段を有する。これにより、エネルギー貯蔵モジュールを地面に安全、好ましくは非破壊
的、そして取り外し可能に固定できる。その結果、エネルギー貯蔵モジュールを単独で支
持する作業において迅速かつ安定した固定が可能となる。たとえば、地面固定手段はロー
プやフックをかけるための孔やリングまたは地面の基礎に直接挿入されるアースアンカー
である。リングや孔が使用される場合、モジュール筐体は、たとえばコンクリート板など
の適切なベースプレートに迅速に締結できる。アースアンカーであれば、エネルギー貯蔵
モジュールを、帯状基礎を持つ通常の地面に対し固定的かつ自律的に、一次的に設置でき
る。この場合、たとえば地面はあらかじめ整地され固められる。上述のような地面固定手
段は、エネルギー貯蔵モジュールを安全かつ固定的に設置可能とするのみならず、現状の
設置場所にモジュール貯蔵容量およびモジュール出力が不要となった場合に、エネルギー
貯蔵モジュールを簡単かつ速やかに取り外し、別の設置場所に移動させることも可能とす
る。モジュールは大量のエネルギーを貯蔵するため、モジュール筐体は、技術的かつ対人
的にシステムを保護するよう構成される。さらに、コンクリートか金属のサンドイッチ技
術とフレーム要素の組み合わせによりモジュールの頑丈な構造は、不法侵入防止にも有効
である。モジュールを公共の場所に設置するには、衝撃に対する保護も必要となる。これ
は、頑丈な金属製またはコンクリート製フレーム、角部の補強と、壁部の十分な完成モー
メント、さらには適切な壁部材により実現される。一実施形態において、モジュール筐体
は、公共の場においても動作安全性が損なわれないよう衝撃その他の外部負荷を可能であ
る。
【００１５】
　そのためモジュールは外観条件も満たすことができる。可搬性が必要となるため、モジ
ュールは公共の場所に設置することも望ましい。これにより、モジュールをたとえば広告
や通信用パネルに利用できる。
【００１６】
　モジュール制御システムと、設けられた電力接続インターフェースは、エネルギー貯蔵
モジュール（またはそれを含むエネルギー貯蔵システム）を、別々に接続された局地的お
よび非局地的電力系統において、対応可能な範囲で異なる貯蔵、制御およびシステムタス
クを実行可能とする。従って、局地的電力供給網における局地的系統質向上と非局地的電
力系統における安定エネルギー供給を両立可能となる。エネルギー貯蔵モジュールは非局
地的電力系統と１つ以上の局地的電力系統に直接的に接続されてよい。或いは、特に別の
エネルギー貯蔵モジュールを追加することなく単独で動作するエネルギー貯蔵モジュール
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であれば、非局地的電力系統に接続された局地的電力系統を介して非局地的電力系統に間
接的に接続されてもよい。実行される制御およびシステムタスクは、局地的および非局地
的制御およびシステムタスクを含む。局地的制御およびシステムタスクとは、局地的電力
系統に関わるものであり、たとえば要求された線電圧の確保、無効電力補償、電圧信号の
振幅および位相位置の調整、追加で接続され得る大口電力消費者用や最大起動電流用の局
地的電力の供給や、局地的電力余剰分の貯蔵を含む。非局地的制御およびシステムタスク
は非局地的電力系統に関わるものであり、たとえば、一次的または二次的貯蔵電力の提供
を含む。貯蔵電力により、電力系統に不慮の事態が起きた場合にも供給が可能となる。そ
のために、貯蔵電力を生成可能な発電所の出力を短時間調整可能であり、迅速に起動する
発電所や本発明に係るエネルギー貯蔵システムのようなエネルギー貯蔵システムを利用可
能である。たとえば可動性制御およびシステムタスクはさらに、非局地的電力系統におけ
る、停電の際の自立起動支援や、電力ピーク時の通常貯蔵や、無効電力補償を含む。局地
的および／または非局地的電力系統に対する局地的または非局地的制御およびシステムタ
スクはさらに、既存の電力供給者と協働での、電力供給の冗長性の確立（フェイルセーフ
動作）、無効電力管理を含む。
【００１７】
　ここで、非局地的電力系統とは、非局地的制御およびシステムタスクが実行される、地
域的または複数地域にまたがる非常に広大な領域における電力系統を指す。非局地的電力
系統は、たとえば送電または配電網（公共電力系統）である。たとえばドイツの公共電力
系統は、電力会社Ａｍｐｒｉｏｎ、５０Ｈｅｒｔｚ、ＴｅｎｎｅｔおよびＴｒａｎｓｎｅ
ｔｚＥｎＢＷにより運営される４つの送電網から成る。たとえば、４つの送電網は、合わ
せてドイツのＮｅｔｚｒｅｇｅｌｖｅｒｂｕｎｄ（協働電力制御）を構成する。その他の
国々では、異なる電力会社が適切な送電網を運営している。送電網では、電力系統の周波
数が一定に保たれる（周波数制御）。各国の送電網を有する欧州の超広域同期系統も非局
地的電力系統と捉えられるべきものではあるが、現状では貯蔵電力の規格以外定められて
いない。非局地的制御およびシステムタスクは、各送電網にて実行されるものである。本
発明における局地的電力系統は、上述した局地的制御およびシステムタスクが実行される
電力供給システムである。通常、局地的電力系統は非常に空間的に限定されたものであり
、たとえば動作施設における内部運転電力供給システムまたはビルやビル群用の電力網で
ある。
【００１８】
　電力接続インターフェースとは、エネルギー貯蔵モジュール内の利用可能エネルギーの
外部電力ケーブルへの放出、またはエネルギーの外部電力ケーブルからの回収に使用可能
な装置を指す。たとえば電力接続インターフェースは、適切に設計されたプラグ／コンセ
ント接続であって、電力系統への接続のため外部から適切に設計されたプラグが挿入され
る。たとえば、電力接続インターフェースは、送信電力量に応じた市販の接続部である。
非局地的電力系統と、１つ以上の局地的電力系統は当業者により適宜設定可能である。電
力系統（非局地的および局地的）が互いに独立してエネルギー貯蔵システムに対しエネル
ギーを回収、供給できるよう設計される。電力接続インターフェースはさらに、動作電流
をエネルギー貯蔵モジュールおよびその構成要素やモジュールに供給するためにも使用可
能である。
【００１９】
　データインターフェースは、データ接続を確立するため、内部データ線をエネルギー貯
蔵モジュールにつながる外部からの別のデータ線に接続するために使用可能な装置を指す
。たとえば、データインターフェースはデータ接続用の市販のインターフェースであって
よい。エネルギー貯蔵モジュール内およびエネルギー貯蔵モジュール間のデータ線は、任
意の適切な形式を有してよい。一実施形態では、データ線はたとえばＣＡＮバス、プロフ
ィバス、またはイーサネットのようなデータバスシステムとして構成される。あるいは、
データインターフェースはたとえば有線通信ネットワーク、無線ネットワーク、携帯電話
ネットワーク、ＩＥＣＧに基づくネットワーク、有線電話ネットワーク、電力系統の電力
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ケーブルによるデータ接続、またはコンピュータネットワーク（たとえばインターネット
）との接続の確立用に設計可能である。これにより、複数の異なるインターフェースが利
用可能になるという利点が得られる。前述のネットワークのいずれかの接続が断たれた場
合、エネルギー貯蔵モジュール、より具体的にはモジュール制御システムは、エネルギー
貯蔵モジュールの別のインターフェースを介して別のネットワークにより再接続するよう
設計されてもよい。このようにデータインターフェースが冗長性を有することで、重要と
なり得る外部データ、具体的には制御コマンドが別の通信ネットワークで受信可能となる
。
【００２０】
　「受信する」とは、エネルギー貯蔵モジュールまたはエネルギー貯蔵システムに外部デ
ータを送信するあらゆる事象として理解されるべきである。たとえば外部データは、制御
コマンドであって、モジュール制御システムのエネルギー貯蔵モジュールに対する制御は
当該制御コマンドに基づく。あるいは外部データは、外部とのデータ接続を検査するため
の検査信号やその他任意のデータであってよい。外部データは、たとえば局地的制御およ
びシステムタスク用の局地的電力系統の制御システムおよび／または非局地的制御および
システムタスク用の非局地的電力系統の制御システム、上位相互接続制御、または局地的
および／または非局地的制御およびシステムタスクの局地的測定点のような外部システム
から送信されるものである。制御コマンド（外部データ）は、本発明に係るエネルギー貯
蔵モジュールにより可能な範囲で実行される局地的および非局地的制御およびシステムタ
スクを含む。また、外部データは、データ記憶媒体のドライブ（たとえばＣＤ－ＲＯＭ）
が読み込むことや、データ記憶媒体インターフェース（たとえばＵＳＢデータスティック
）を通じて、データ記憶媒体によりデータインターフェースから受信される。あるいは、
外部制御コマンド（外部データ）は、対応するユーザインターフェース（画面やキーボー
ド）を通じた直接入力でも受信可能である。
【００２１】
　「送信する」とは、本発明に係るエネルギー貯蔵モジュールまたは当該エネルギー貯蔵
モジュールを複数有するエネルギー貯蔵システムで生成される動作データの送信を指す。
即ち、受信される制御およびシステムタスクが特定の動作データに基づくよう、エネルギ
ー貯蔵モジュールの動作データが外部へ送信されることである。さらに、データインター
フェースを介したデータ接続の確立を検査するための検査信号の送信であってもよい。接
続検査は、外部データ接続の検査や、エネルギー貯蔵システムにおける、接続されたと思
しきエネルギー貯蔵モジュールに対するデータ接続の検査であってもよい。さらに、複数
のエネルギー貯蔵モジュールを有するエネルギー貯蔵システムにおいて、モジュール制御
システムの制御コマンドを別のモジュール制御システムに制御コマンドを送信することで
あってもよい。
【００２２】
　ここで、フライホイールモジュールは、フライホイールエネルギー貯蔵部とその機械的
付属物から成る機能部を指す。フライホイールエネルギー貯蔵部は、回転子を有する。回
転子の回転により、機械的回転エネルギーの形でエネルギーは貯蔵され、また放出される
。フライホイールエネルギー貯蔵部はさらに、回転子を加速、減速、回転させる軸受とモ
ータ部材と、モジュール筐体内の、真空モジュールやモジュール用内部電力供給部のよう
な別モジュールへの接続部を有する。充電状態に応じて、フライホイールエネルギー貯蔵
部の回転子は、たとえば毎分５０，０００ｒｐｍの回転数で回転可能である。典型的な回
転数の範囲は、１５０００ｒｐｍから最高回転数の間である。フライホイールエネルギー
貯蔵部の回転子が最小限の損失で回転し、最低限のロスでエネルギーを貯蔵可能となるた
め、回転子は回転子筐体に収容され、フライホイールモジュールの動作中、各回転子筐体
内で生成される圧力を可能な限り低く抑える。回転子筐体内の圧力およびガス密度が低い
ほど、回転子の回転子筐体の充填ガスに対する摩擦損失が低くなる。従って、筐体には、
ヘリウムのような軽ガスが充填されるか、１０－３ミリバールを下回る圧力となるよう真
空処理される。フライホイールエネルギー貯蔵部を有するフライホイールモジュールは、
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フライホイールエネルギー貯蔵部の数に比例したモジュール貯蔵容量およびモジュール出
力を有する。前述の回転エネルギーにより出力可能にエネルギーが貯蔵される。即ち、回
転エネルギーは、要求に応じてフライホイールエネルギー貯蔵部から抽出可能であり、エ
ネルギー貯蔵モジュールまたはエネルギー貯蔵システムにより電気エネルギーとして電力
系統に放出可能であり、逆に電力エネルギーを要求に応じて電力系統から回収し、フライ
ホイールエネルギー貯蔵部内に回転エネルギーとして機械的に貯蔵することが可能なので
ある。フライホイールエネルギー貯蔵部は、需要家に対して、回収または放出されるエネ
ルギー量を需要家に対し、非常に可変的かつ正確に提供でき、このエネルギーを機械的エ
ネルギーの形式で貯蔵可能とするという利点がある。従って、膨大の量の電池が相互結合
されて形成される電池式エネルギー貯蔵システムや、危険性の高い可燃性の水素を収納す
る水素タンクを有する水素貯蔵システムと比較し、フライホイールエネルギー貯蔵部の火
災の際の危険性は圧倒的に低い。圧縮空気貯蔵器であれば、不燃性ガスにより圧縮空気タ
ンクにエネルギーを貯蔵可能だが、圧縮空気タンクは高圧となるため、爆発が懸念される
。従って、エネルギー貯蔵システムとしてのフライホイールエネルギー貯蔵部は、その他
貯蔵技術と比較して、より環境的に安全なエネルギー供給技術であって、さらにあらゆる
所望の数の一日あたりの負荷サイクルにも十分対応可能なのである。エネルギーが電力系
統から回収され、機械的回転エネルギーとしてフライホイールエネルギー貯蔵部に貯蔵さ
れるようなエネルギー供給を負エネルギー供給という。そしてフライホイールエネルギー
貯蔵部に機械的回転エネルギーとして貯蔵されたエネルギーを、フライホイール（または
回転子）の減速により電力系統に供給するようなエネルギー供給を正エネルギー供給とい
う。フライホイールエネルギー貯蔵部の数ミリ秒内でエネルギーを供給する能力は、数分
単位で所定の電力を供給する能力と同程度有利である。たとえばフライホイールエネルギ
ー貯蔵部は、５００００ｒｐｍの回転数で、５ｋＷｈの電力を回収または放出可能である
。
【００２３】
　電力系統は様々な用途があるため、エネルギー貯蔵部は十分な容量、出力を持つことが
求められる。通常、１００ｋＷｈ以上の容量は大容量とされ、５００ｋＷｈ以上の出力は
大出力とされる。このような容量および出力により、局地的系統に置ける幅広い系統サー
ビスが提供可能ではあるが、高圧系統における様々な用途には、最低出力として１または
５ＭＷが求められる。このため、エネルギー貯蔵モジュールは、単一としても局地的に利
用可能であり、複数組み合わせてエネルギー貯蔵システムを形成し、送電ネットワークに
十分な出力と容量を生成できるようなサイズに設計されるべきである。そしてそれに応じ
て各フライホイールエネルギー貯蔵部の容量と出力も決定される。モジュール内の利用可
能な空間を十分に利用して、当該容量および出力で所望のモジュール出力およびモジュー
ル容量を得るべきである。たとえば約５ｋＷｈの容量と、約２０ｋＷの出力を有するフラ
イホイールエネルギー貯蔵部を、コンテナ内で相互結合することで、１５０ｋＷｈの容量
と、約６００ｋＷの出力を有するエネルギー貯蔵モジュールを形成できる。
【００２４】
　一実施形態において、エネルギー貯蔵モジュールは冷却および／または加熱モジュール
を有する。これにより、フライホイールモジュールの動作中に少なくとも内部熱負荷を除
去でき、または好ましくは最低温度を保つよう、フライホイールモジュールの動作中に空
気調整をできるのである。冷却モジュールは、電気的ロスのような内部熱負荷、フライホ
イールエネルギー貯蔵部の動作中の摩擦熱、真空モジュールなどのモジュールの廃熱を排
出可能なようにシステムを冷却する装置を指す。モジュール筐体の内部温度が高すぎると
、内蔵された電子部品、特にパワー電子部品が故障しやすくなる。モジュール筐体内の許
容最高温度は、通常４５°Ｃである。一方、加熱モジュールは、モジュール筐体内の温度
が最低温度１０°Ｃを下回らないことを保証し、従って水分凝縮が防止される。外部温度
は通常－２０°Ｃ～５０°Ｃであり、極端な場合には最低－３０°Ｃから最高６０°Ｃの
温度に耐える必要がある。損失の観点から可能であれば、加熱および冷却部として、モジ
ュール筐体の天井に設けられたプレート式熱交換器のような受動的加熱／冷却部が好まし
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い。当該プレート式熱交換器は、システムの全体効率への悪影響が小さい、対流による能
動的な冷却剤の流れや熱交換を促進する。
【００２５】
　マスター制御システムは、エネルギー貯蔵モジュールの構成要素であって、エネルギー
貯蔵システムを制御する。具体的には、所望の動作状態や動作パラメータを設定したり、
時間ごとの所望の動作状態を含む、電気的に生成された動作計画に従って自動的にエネル
ギー貯蔵モジュールを制御したりする。モジュール制御システムは、少なくとも局地的制
御およびシステムタスクに関わる外部データ（制御コマンド）に基づき動作計画を算出、
生成するが、場合に応じてそこに非局地的制御およびシステムタスクに関わる外部データ
（制御コマンド）も考慮に入れてよい。さらに、モジュール制御システムは、局地的電力
系統の状態変化にも適切に対処できる。さらに、エネルギーの放出または回収により、局
地的電力系統の系統質を向上または維持する。あるいは、故障が起きた場合は、局地的電
力系統の系統質を回復する。以下の説明では、受信した外部データ（制御コマンド）も指
示と称される。「実行する」とは、接続された電力系統のための局地的および非局地的制
御およびシステムタスクに対し、現状の制御コマンドに応じてエネルギー貯蔵モジュール
をモジュール制御部が制御することを指す。たとえば、外部データは、外部制御部により
送信される。たとえば外部制御部は、非局地的電力系統に対する電力貯蔵要求を判断し、
当該要求を非局地的制御およびシステムタスクとして、エネルギー貯蔵モジュールに対し
通信ネットワークを介して指示可能である。非局地的制御およびシステムタスクには、エ
ネルギー貯蔵モジュールの空き容量（すなわち、局地的制御およびシステムタスクには不
要な、エネルギー貯蔵モジュールの容量）が充てられる。エネルギー貯蔵モジュールが非
局地的制御およびシステムタスクを受信するさらなる外部システムとして、たとえば、所
定の動作期間中にエネルギーの放出または回収が低価格と判断されるような電力補助相互
接続やエネルギー交換が挙げられる。非局地的制御およびシステムタスクのさらなる外部
変数は、たとえば無効電力補償、最大負荷補償の要求や、非局地的電力供給網に求められ
る局地的貯蔵要求である。
【００２６】
　制御およびシステムタスクを実行するため、一実施形態に係るモジュール制御システム
は、各外部データ（制御コマンド）を実行するための優先順位管理部を有する。これによ
り、局地的電力系統における局地的制御およびシステムタスクに関わる外部制御コマンド
が、非局地的電力系統における非局地的制御およびシステムタスクに関わる外部制御コマ
ンドよりも優先して実行される。優先順位管理部はデータメモリであってもよい。モジュ
ール制御システムは、外部制御コマンドを実行する前に当該データメモリにアクセスし、
優先順位に応じて次の外部制御コマンドを実行する。優先順位は、外部アクセスにより変
更できないよう、データメモリに記憶される。たとえば、エネルギー貯蔵モジュールで、
各データメモリを交換するか、優先順位管理部を含む各ファイルを交換することで、優先
順位は変更可能である。エネルギー貯蔵モジュールが単数の場合、通常状態では非局地的
制御およびシステムタスクを達成するのに十分の空き容量があるが、通常状態でない場合
、局地的制御およびシステムタスク用に貯蔵された追加容量でも系統問題を解決するのに
十分な貯蔵量とならない。このため、局地的制御およびシステムタスクの優先順位は、有
限のモジュールまたはシステム貯蔵容量およびモジュールまたはシステム出力に基づく。
【００２７】
　外部データ（制御コマンド）が受信不能となると、さらなる実施形態に関わるモジュー
ル制御システムは、外部データが再度受信可能になるまで、接続された局地的電力系統に
おける局地的制御およびシステムタスクを実行可能となる分だけのモジュール貯蔵容量お
よびモジュール出力を有する。データ受信障害を検出するため、モジュール制御システム
は定期的に検査信号を外部に送ってもよい。そして、返信信号がないということを、受信
不能状態として処理するのである。たとえば、当該検査信号はいわゆるデジタルハンドシ
ェイクと呼ばれるものである。デジタルハンドシェイクは、通信接続が確立しているかを
確認するために使用される。外部接続の故障が起きると、モジュール制御システムは非局
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地的電力系統から最新状態のフィードバックを受けられなくなるため、局地的制御および
システムタスクが優先されることが好ましい。モジュール制御システムがさらに外部デー
タ（制御信号）を受信せずにタスクを処理してしまうと、場合によっては過負荷による電
力系統故障が生じてしまう。従って、エネルギー貯蔵システムが割り当てられた局地的制
御およびシステムタスクのみを実行し、必要に応じて自測定部により当該局地的タスクの
適切さを監視可能であることが有効である。
【００２８】
　一実施形態では、エネルギー貯蔵モジュールは、接続された電力系統における１つ以上
の関連データを測定する、１つ以上の測定部を有する。モジュール制御システムは、測定
された関連データに基づいて、局地的および非局地的電力供給網の外部データ（制御コマ
ンド）を使用して、局地的制御およびシステムタスクに対してエネルギー貯蔵モジュール
を制御する。測定部は、局地的および／または非局地的電力系統内に一体化されてよく、
あるいは局地的電力系統の１つ以上の地点に配置されてもよい。さらに、測定部は、エネ
ルギー貯蔵モジュールと局地的および／または非局地的電力系統との間の接続点に設けら
れてもよい。本発明の範囲の測定部は、たとえば、接続された局地的電力系統の関連デー
タの一例としての線周波数や線電圧を測定する測定用プローブである。測定される変数は
、時間に応じた電圧路、位相角、中性点線周波数、線電流、その他変数を含む。当業者が
本発明の範囲内で適切な測定手段や測定用プローブを選択し、それを適切な場所に配置可
能である。たとえば、所望の線周波数が５０Ｈｚであって、測定部が線周波数の低下を検
出すると、マスター制御システムは自動的線周波数が所望値に復帰するまで、測定された
現状の線周波数（関連データとして測定）と制御部に記憶された反応処理順位に基づき、
制御部は自動的に局地的電力系統（局地的制御およびシステムタスク）にエネルギーを供
給する。さらに別の例では、局地的電力系統において位相角が測定される。これにより、
適切な無効電力補償が得られる。また、局地的ネットワークでの負荷消費が過剰または過
少な場合は、電圧を測定して、電圧質が保たれる。他制御およびシステムタスクに対して
は、別の適した反応順位がモジュール制御システムに記録される。
【００２９】
　さらなる実施形態では、エネルギー貯蔵モジュールは、タスクメモリを有する。タスク
メモリは、非局地的および局地的制御およびシステムタスクに関わる、受信した外部デー
タ（制御コマンド）を記憶する。モジュール制御システムは、非局地的および局地的制御
およびシステムタスクに応じてエネルギー貯蔵モジュールを制御する際、タスクメモリに
アクセスする。タスクメモリは、エネルギー貯蔵モジュールにおける適切なデータメモリ
であってよく、モジュール制御システムの一部または個別のメモリであってよい。いずれ
の場合も、モジュール制御システムは、データ接続を介してタスクメモリ接続され、いつ
でもタスクメモリにアクセスし、記憶された非局地的および局地的制御およびシステムタ
スクを読出し、タスクに応じてエネルギー貯蔵モジュールを制御可能である。本発明の範
囲内で、当業者は制御部からタスクメモリおよびエネルギー貯蔵モジュールへの、エネル
ギー貯蔵システムで適切に作用する、回路系アクセスを設計可能である。非局地的および
局地的制御およびシステムタスクに関わる指示（外部データまたは制御コマンド）は、た
とえば「非局地的電力系統からのＸＸｋＷｈ貯蔵、ｙ日、ｚｚ時に開始」のようにタスク
メモリに記憶される。別の例では、タスクメモリ内の指示は「局地的電力系統へ毎時ｘｘ
ｋＷ供給、本日ｚｚ時開始」のようであってもよい。当業者は、本発明の範囲内で、適切
に指示の特定のデータ形式を選択可能である。このようなタスクメモリにおける指示（ま
たはタスク）は、たとえば電力貯蔵や電圧または電流安定化を示唆するものである。指示
（またはタスク）は、時間の記載と共に、または時間の記載なしで記憶されてよい。たと
えば時間の記載のない指示（またはタスク）は「特定の曲線に基づき、系統周波数が５０
Ｈｚずれた場合に、適切な貯蔵電力を供給」のようになる。
【００３０】
　さらなる実施形態では、モジュール制御システムはエネルギー貯蔵システムの動作デー
タの登録、評価を行い、エネルギー貯蔵モジュールが外部データを受信する、対応する外



(14) JP 2015-534439 A 2015.11.26

10

20

30

40

50

部システムに、データインターフェースの１つを介して、報告プロトコルを送信する。当
該報告プロトコルは動作データを含む。これにより、少なくとも受信される外部データ（
制御コマンド）の動作データを考慮することが可能となる。たとえば、エネルギー貯蔵モ
ジュールの動作データは、利用可能なシステム容量およびシステム出力、さらに今後予定
される非局地的タスクおよび局地的制御およびシステムタスクのため、局地的エネルギー
貯蔵システムで利用可能な、（現在の）空き非局地的容量（局地的制御およびシステムタ
スクに不要なモジュール容量）および空き非局地的出力（局地的制御およびシステムタス
クに不要なモジュール出力）を示す。モジュール制御システムは動作データを動作センサ
により測定可能である。或いは、モジュール筐体内の他モジュール、たとえばフライホイ
ールモジュールが、モジュール間を接続する適切なデータ線を介して動作データをモジュ
ール制御システムに送信してもよい。このようにして登録された動作データは、モジュー
ル制御システムに記録されたスキームに応じて、たとえば適切なソフトウェアプログラム
によって、モジュール制御システムにより評価される。そして、所定の形式の動作データ
として、前述のデータインターフェースを介して１Ｈｚ以下の刻時パルスで送信される。
モジュール制御システムは、たとえばエネルギーモジュールメモリ状態、各フライホイー
ルエネルギー貯蔵システムのメモリ状態、接続された電力系統の状態（たとえば電圧や電
流）の実際の値を検出し、局地的および非局地的制御およびシステムタスクを実行するた
めのこれらデータを割り当てる。報告プロトコルは、たとえば、動作データだけでなく、
エネルギー貯蔵システムの識別子を含んでよい。識別子は識別番号や、場合によってはエ
ネルギー貯蔵システムの設置場所を示す地理的座標などの特徴的な記号である。従って、
報告プロトコルは所望の外部体により受信、処理可能なデータ形式を有する。実際のまた
は予定された空きシステム貯蔵容量および空きシステム出力についての情報を含む動作デ
ータは送信され、外部制御部により受信され、それに基づき計画が立てられ、その後対応
するシステム特有の非局地的制御およびシステムタスクが外部データ（制御コマンド）と
してエネルギー貯蔵システムに返信される。
【００３１】
　一実施形態において、モジュール制御システムは、接続された１つ以上の局地的電力系
統における局地的制御およびシステムタスクおよび／または接続された非局地的電力系統
における非局地的制御およびシステムタスクを実行する。このため、少なくとも貯蔵モジ
ュールに指示して、１つ以上の電力接続インターフェースを介してエネルギーを回収また
は放出させ、さらに対応するエネルギー流を、調整部により局地的および／または非局地
的電力系統に適切に分配する。局地的および非局地的を同時に実行し、全ての接続された
電力系統を同時に適切に制御することで、接続された電力系統における要件を同時に効率
的に満たすことができる。さらに、局地的および非局地的における要件の組み合わせに基
づき、システム貯蔵容量およびシステム出力を有効に利用できる（効果的動作）。これに
より、省資源が図れる。
【００３２】
　さらなる実施形態では、電気的リンクは、電力変換器またはフォワードコンバータに接
続される共通直流バスである。動作中、モジュール制御システムは、所定の限界値の間で
、直流バスの電圧は所定の一定レベル（目標直流電圧）に保たれる。その結果、エネルギ
ー貯蔵モジュールは、完全に放電するまで、接続された電力系統に対し一定の電圧を供給
可能である。これは、その他利用可能な電気的相互接続と比較して、自立的そしてフライ
ホイールエネルギー貯蔵部の充電状況とは独立的である。そのため、目標直流電圧は、接
続された外部電力系統およびエネルギー貯蔵モジュールで使用される構成要素に依存する
。システムが低電圧システムに接続されていれば、直流リンク電圧の技術的に妥当な値は
、たとえば５５０Ｖ～１０００Ｖである。原則的に、下限は、低電圧システムの電圧位置
により定められる。一方、原則的に、上限は、エネルギー貯蔵モジュールで使用される構
成要素の技術的性質により定められる。中圧または直流電圧システムについては、直流リ
ンクにおける目標直流電圧は当該システムの電圧位置に基づくその他値をとってもよい。
一実施形態では、直流リンクにおける目標直流電圧は７５０Ｖ±５Ｖである。
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【００３３】
　さらなる実施形態では、少なくとも３０秒から数時間までの期間、非局地的電力系統に
公称電流を流すために必要なモジュール貯蔵容量をエネルギー貯蔵モジュールに提供する
よう、フライホイールモジュール内のフライホイールエネルギー貯蔵部の数は設定される
。たとえば、標準的４０″コンテナに収容された、最高３０個のフライホイールエネルギ
ー貯蔵部が、最高５００００ｒｐｍの回転数で動作し、各モータ出力が２００ｋＷで各容
量が５ｋＷｈであれば、３分間電力を供給可能である。通常、フライホイールエネルギー
貯蔵部を動作させる回転数の範囲は、充電状態にもよるが、１５０００ｒｐｍから最高回
転数の間である。
【００３４】
　さらなる実施形態では、真空モジュールは、動作真空を生成する共通真空ポンプ部と、
フライホイールエネルギー貯蔵部が接続されるパイプシステムとを有する。その結果、モ
ジュール筐体内にコンパクトに配置された複数のフライホイールエネルギー貯蔵部は、単
数段のみの真空ポンプによる供給を受けることができる。従って、必要な動作真空は、フ
ライホイールエネルギー貯蔵部に対して、少ない構成要素で効果的に生成できる。所望の
効率および真空量によっては、昇圧ポンプと主ポンプを有し、動作中に１０－３ミリバー
ル未満の動作圧力を保証する真空モジュールを設計する必要がある場合がある。そのため
、各フライホイールエネルギー貯蔵部は、パイプシステムを介して互いに接続される。通
常、パイプシステムは、十分な容積の環状主要部と、フライホイールエネルギー貯蔵部を
環状主要部に接続するための小供給線を有する。超低圧化さらに体積流量が層状とならな
くても、各フライホイールエネルギー貯蔵部が適切に真空処理されるよう、断面積は選択
されるべきである。たとえば、４０″コンテナとして設計されたモジュール筐体に対して
は、環状主要部の直径としては１５０ｍｍ未満、供給線の直径としては５０ｍｍ未満が妥
当である。
【００３５】
　一実施形態において、さらなるエネルギー貯蔵モジュールへの接続のため、１つ以上の
電力接続インターフェースおよび１つ以上のデータインターフェースが設けられる。これ
は、本発明に係るエネルギー貯蔵モジュールを複数有するエネルギー貯蔵システムのモジ
ュール構造に寄与する。
【００３６】
　本発明はさらに、本発明に係るエネルギー貯蔵モジュールを複数有するエネルギー貯蔵
システムにも関する。エネルギー貯蔵システムは、少なくともデータインターフェースを
介して、共通データネットワークにより互いに接続される。各モジュール制御システムは
、エネルギー貯蔵システムを共通制御し、エネルギー貯蔵システムに接続された電力系統
に対し、全モジュール貯蔵容量およびモジュール出力の総計から共通システム貯蔵容量お
よびシステム出力を提供する。エネルギー貯蔵システムは非局地的電力系統および１つ以
上の局地的電力系統に直接的に接続されてもよい。さらに非局地的電力系統には、接続さ
れた局地的電力系統を通じて間接的に接続されてもよい。この場合当該局地的電力系統が
非局地的電力系統に接続されているものとする。
【００３７】
　モジュール構造により、エネルギー貯蔵システムの総容量（システム容量）および総出
力（システム出力）を、局地的および／または非局地的電力系統における需要に対し、柔
軟かつ迅速に調整可能である。従って、系統質および利用可能な貯蔵エネルギーに関して
、動作費用と動作効果の適切なバランスが達成される。さらに、モジュール構造により、
エネルギー貯蔵システムを後に拡張または縮小することも可能である。これにより、接続
された電力系統における需要の変化に対応可能となる。その結果、エネルギー貯蔵システ
ムは常に効果的に動作可能、即ち未使用の余剰容量なく動作可能である。本発明のモジュ
ール型エネルギー貯蔵システムを拡張するには、あらたに加えられるエネルギー貯蔵モジ
ュールを既存のエネルギー貯蔵モジュールのデータネットワークと、エネルギー貯蔵シス
テムの電力接続に対して接続するのみでよい。モジュール構造を実現するため、全エネル
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ギー貯蔵モジュールが電力接続を有する。従って、全エネルギー貯蔵モジュールが個別に
１つ以上の電力系統に電気的に接続可能であり、従って、技術的システム部材として極め
て自律的に動作可能である。エネルギーシステム内のエネルギー貯蔵モジュール間データ
ネットワーク（データ線）は、あらゆる形式を有してよい。一実施形態において、データ
ネットワークはＣＡＮバス、プロフィバス、またはイーサネットのようなデータバスシス
テムである。エネルギー貯蔵モジュール間のデータネットワークは、モジュール制御シス
テムによるエネルギー貯蔵システムの共通制御に関わる相互データ交換用のモジュール制
御システムとなる。ここで、実行される制御およびシステムタスクは、システム全体に接
続されたエネルギー貯蔵モジュール間に分散される。その結果、エネルギー貯蔵システム
は自身のシステム貯蔵容量およびシステム出力の範囲で制御およびシステムタスクを達成
できる。たとえば、回収または放出されるエネルギー量（分量）は、エネルギー貯蔵モジ
ュール間で均等に分配される。そして、各エネルギー貯蔵モジュールは、当該エネルギー
量を電力系統に対し放出または回収する。当業者は、モジュール制御部への異なる分散方
法を決定可能である。
【００３８】
　一実施形態において、全エネルギー貯蔵モジュールの電力接続インターフェースは、非
局地的局地的電力系統および１つ以上の局地的電力系統への接続用の共通接続点に接続さ
れる。その結果、全エネルギー貯蔵モジュールのモジュール貯蔵容量およびモジュール出
力が一点で合計され、システム貯蔵容量およびシステム出力が得られる。その結果接続点
に接続された全電力系統が、既存のエネルギー貯蔵システムの利点を享受する。さらに、
接続点により、追加のエネルギー貯蔵モジュールが容易かつ迅速に、接続された電力系統
に接続可能となる。そして、拡張（またはエネルギー貯蔵モジュールの除去）に際して電
力系統接続は、変更の必要がない。１つの電力系統、たとえば非局地的電力系統に接続さ
れた局地的電力系統にのみ接続されたエネルギー貯蔵システムは、通常スイッチを介して
当該１つの電力系統に接続される。この場合、全エネルギー流は単一の電力系統に流入す
る（またはそこからら放出される）ため制御する必要がない。スイッチは停電の際に、電
力系統からエネルギー貯蔵システムを切り離すために設けられる。
【００３９】
　さらなる実施形態では、複数の接続された電力系統と、エネルギー貯蔵システムとの間
のエネルギー流を調整または制御する調整部は、接続点と、接続された電力系統との間に
配置される。局地的および非局地的電力供給網が固定的にエネルギー貯蔵システムの接続
点に接続されたのであれば、エネルギー貯蔵システムに供給されるエネルギーは、単純に
電力需要の大きい電力系統に供給される。本発明では、調整部がさらに設けられることで
、本発明の範囲ではエネルギー貯蔵システムは同時に複数の電力系統に対し供給を行う必
要があるため、電力系統が１つ切り離されても、その他の接続された電力系統に対する所
望のエネルギーの供給は継続し、これらの電力系統からエネルギーを回収可能である。調
整部は、モジュール制御システムに指定された通りに接続されたネットワークへのエネル
ギー流を制御する。好適な実施形態において、調整部はさらに必要に応じて、エネルギー
貯蔵システムから接続された電力系統を１つ以上切り離す。状況によって調整部は当該電
力系統をエネルギー貯蔵システムから即座に、具体的には数ミリ秒内に切り離すことで、
エネルギー貯蔵システムは他の電力系統に対し動作可能となる。即座に切り離さなければ
、状況によっては短絡または過負荷状態が生じるのである。さらなる実施形態では、上記
目的のため、調整部は調整ボックスを有する。調整ボックスは、１つ以上の制御要素と、
制御要素により制御される１つ以上の回路遮断器を有する。回路遮断器の数は、調整部に
接続された電力系統の数に応じて決定される。調整ボックスは、モジュール制御システム
対し、データ線を介して直接的にまたはさらに調整部を介して間接的に接続される。モジ
ュール制御システムはデータ線を使用して、制御要素に対して調整機能設定データを送信
可能である。
【００４０】
　さらなる実施形態では、モジュール制御システムのうち、１つがマスター制御システム
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となり、その他がスレーブ制御システムとなる。マスターモジュールは、フライホイール
エネルギー貯蔵部を制御するための指示をデータネットワーク介してスレーブ制御システ
ムに送信する。これにより、接続された電力系統で実行される制御およびシステムタスク
が協働で実行される。ここで、制御およびシステムタスク（主導モジュール制御システム
）は、接続された全てのエネルギー貯蔵モジュールのモジュール貯蔵容量およびモジュー
ル出力を利用可能で、システム貯蔵容量および／またはシステム出力の局地的制御および
システムタスクに不要な部分の範囲で、非局地的制御およびシステムタスクを実行する。
ここで、スレーブ制御システム（従動制御システムとも称する）は、マスター制御システ
ムの指示の下、自エネルギー貯蔵モジュールを制御するモジュール制御システムを指す。
エネルギー貯蔵システムの制御のための、マスター制御システムと、接続されたスレーブ
制御システムとの間の通信は、たとえば報告プロトコルにより能動的に実現可能である。
報告プロトコルが送信されると、スレーブ制御システムおよび／またはマスター制御シス
テムは、適切な回答や反応により報告プロトコルに返答する。通信は、モジュール制御シ
ステムが、直接要求信号によって開始してもよい。スレーブ制御システムは、自エネルギ
ー貯蔵モジュールの動作状態を制御、監視し、自エネルギー貯蔵モジュールの動作データ
ＢＤを、データ線を介してマスター制御システムに送信する。ここで、マスター制御シス
テムにより、スレーブ制御システムは統括的に制御される。即ち、マスター制御システム
が、スレーブ制御システムに制御およびシステムタスクを実行するよう指示し、各制御お
よびシステムタスクが指示を、自フライホイールエネルギー貯蔵部の対応する機械パラメ
ータとして実現する。あるいは、スレーブ制御システムを省略し、その全ての機能をマス
ター制御システムが実行するものとしてもよい。この場合制御は、マスター制御システム
が各エネルギー貯蔵モジュールに対し、減速により放出されるべきエネルギー量と、加速
により各エネルギー貯蔵モジュールに貯蔵されるべきエネルギー量を伝えることで実行さ
れる。所望の通りエネルギー回収または放出が確実に実行されるよう、スレーブ制御シス
テムは、フライホイールエネルギー貯蔵部の駆動モータを制御して、フライホイールエネ
ルギー貯蔵部内の各回転子を減速または加速させる。
【００４１】
　さらに本発明は、局地的および非局地的制御およびシステムタスクのために、エネルギ
ーを可変的に提供する方法であって、接続される特定の電力系統における、所望の制御お
よびシステムタスクを実行するために必要なシステム貯蔵容量およびシステム出力を決定
する工程と、それぞれモジュール貯蔵容量と、モジュール出力と、モジュール制御システ
ムとを有する、本発明のエネルギー貯蔵モジュールを所定数設置場所に設置する工程であ
って、エネルギー貯蔵モジュールの数が、全モジュール貯蔵容量およびモジュール出力の
総計が必要なシステム貯蔵容量およびシステム出力に対応するよう設定される工程と、エ
ネルギー貯蔵モジュールのモジュール筐体を、設置場所の地面に固定する工程と、エネル
ギー貯蔵モジュールを共通接続点に接続し、接続点を各電力系統に接続し、エネルギー貯
蔵モジュールを共通データネットワークを介して互いに接続することで共通エネルギー貯
蔵システムを形成する工程と、各モジュール制御システム、好ましくは選択されたマスタ
ー制御システムにより、エネルギー貯蔵システムを共同制御することで、接続された電力
系統において制御およびシステムタスクが実行されるよう共通システム貯蔵容量およびシ
ステム出力を提供する工程と、エネルギー貯蔵システムを、要求されたシステム貯蔵容量
およびシステム出力の変化に応じて調整する工程であって、調整は本発明のエネルギー貯
蔵モジュールを、前述の方法工程に従いさらに追加するか、エネルギー貯蔵システムから
１つ以上のエネルギー貯蔵モジュールを除去することで実現され、除去は、除去される特
定のエネルギー貯蔵モジュールの電力接続が全て接続点から切断され、全てのデータイン
ターフェースがデータネットワークから切断され、モジュール筐体が設置場所から取り外
された上で実行される工程と、を含む方法に関する。
【００４２】
　本発明の上記およびその他態様は以下の図により示される。
【図面の簡単な説明】
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【００４３】
【図１】図１は本発明に係るエネルギー貯蔵モジュールの実施形態を示す斜視図である。
【図２】図２は本発明に係るエネルギー貯蔵モジュールのさらなる実施形態を示す斜視図
である。
【図３】図３は本発明に係るエネルギー貯蔵モジュールにおけるモジュールの概略図であ
る。
【図４】図４は本発明に係るエネルギー貯蔵システムの概略図である。
【図５】図５は調整ボックスを有する調整部の実施形態を示す。
【図６】図６は制御およびシステムタスクに対し、可変的に局地的および非局地的エネル
ギーを供給する、本発明に係る方法の実施形態を示す。
【発明を実施するための形態】
【００４４】
　図１は、本発明に係るエネルギー貯蔵モジュール１の実施形態の斜視図である。可搬性
エネルギー貯蔵モジュール１は、モジュール収容筐体２を有する。図示の例では、モジュ
ール収容筐体２は、記載を簡潔にするものであり、モジュール筐体内のモジュールが見え
るようになっている。本実施形態では、モジュール筐体は、４つの側面２Ｓ，上面２Ｏ（
不図示）、縁部のみ図示される底面２Ｕを有する直方体形状である。側面２Ｓの内１つは
、扉となっているため、モジュール３，４，５は必要に応じてモジュール筐体２に搬入、
搬出可能となっている。扉により、必要に応じて保守要員がエネルギー貯蔵モジュール１
内にアクセスすることが可能である。モジュール筐体２は、計２８個のフライホイールエ
ネルギー貯蔵部３１を有するフライホイールモジュール３を収容する。フライホイールエ
ネルギー貯蔵部３１は、直流リンク３２により接続されているため、共通モジュール貯蔵
容量ＭＳＫおよびモジュール出力ＭＬが提供可能となる。エネルギー貯蔵モジュール１が
非局地的電力系統ＮＳに対し、上記の通り得られたモジュール容量ＭＳＫおよびモジュー
ル出力ＭＬにより電流を３０秒以上放出できるよう、フライホイールエネルギー貯蔵モジ
ュール３１の数は設定される。ここで、各フライホイールエネルギー貯蔵部３１は、平均
２０ｋＷを出力可能であるため、エネルギー貯蔵モジュール１のモジュール貯蔵容量は５
６０ｋＷとなる。エネルギー貯蔵モジュール１内のフライホイールエネルギー貯蔵部３１
の数は、エネルギー貯蔵モジュール毎に異なっていてもよい。エネルギー貯蔵モジュール
１のモジュール貯蔵容量ＭＳＫおよびモジュール出力ＭＬが大きくなるよう、エネルギー
貯蔵モジュール１毎のフライホイールエネルギー貯蔵部３１の数は多いことが好ましい。
フライホイールエネルギー貯蔵部３１の円筒形回転子の回転軸は、モジュール筐体２接地
面に対し垂直に延びる。図示の例では、接地面は、４つに分割されたコンクリート基礎部
Ｂである。或いは、モジュール筐体２を整地され、固められた地面Ｂにモジュール筐体２
を設置するものとしてもよい。フライホイールエネルギー貯蔵部３１はフレーム３３に設
置される。フレーム３３はフライホイールエネルギー貯蔵部３１用の軸受も支持する。図
示の例において、フレーム３３の形状は、モジュール筐体２およびモジュール筐体２の端
の扉の形状に合わせて設計される。その結果、フレーム３３と、フライホイールエネルギ
ー貯蔵部３１と、直流リンク３２とを有するフライホイールモジュール３全体がモジュー
ル筐体２に着脱可能となる。フレームは、モジュール筐体を長さ方向に四分割する位置の
垂直柱を有する。垂直柱は、モジュール筐体の上下側の水平フレーム部により、反対側の
垂直柱につながっている。従って、モジュール筐体の断面の周囲をなす矩形フレームが形
成される。計５つのこれら矩形フレームは、モジュール筐体２の上下長手側において、長
手方向に延びる水平梁により、互いにつながっている。これによって形成されたフレーム
形状として、モジュール筐体２内に中空の立方体が形成されることとなり、フライホイー
ルエネルギー貯蔵部３１は各側の上下梁内に支持、設置される。このようにして、フライ
ホイールエネルギー貯蔵部３１がフライホイールモジュール３のフレーム３３に設置され
ることで、各フライホイールエネルギー貯蔵部３１の機械エネルギーは、隣接するフライ
ホイールエネルギー貯蔵部３１が運転中に動作不能になった場合などの異常時に、フレー
ム３３内の構成要素により放出可能となる。このため、隣接するフライホイールエネルギ
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ー貯蔵部３１は所望の間隔を持って並べられる。本実施形態では、モジュール筐体２中心
に、真空モジュール４が設けられる。真空モジュール４は少なくとも、真空ポンプ部４１
を有する。真空ポンプ部４１はフライホイールモジュール３の各フライホイールエネルギ
ー貯蔵部３１に対し、パイプシステム４２を介して接続されている。これにより、フライ
ホイールエネルギー貯蔵部３１内の回転子収容部内を真空処理する。モジュール筐体２は
内部に、地面および扉近傍に示された断熱層２３を有する。断熱層２３と、冷却モジュー
ル５により、モジュール筐体２内の室内温度は制御される。冷却モジュール５は概略的に
示されており、フライホイールモジュール３の動作中に発生した内部熱負荷を、モジュー
ル筐体２から外部に排出するものである。モジュール筐体２は、エネルギー貯蔵モジュー
ルの搬送、動作用の頑丈な外殻をなすよう、金属、好ましくは鋼鉄で形成可能である。用
途、モジュール筐体２内のモジュールの形状に合わせてサイズが設定される。特別な処置
なく既存の搬送手段で搬送可能となるよう、モジュール筐体２は標準的な形状を有するこ
とが好ましい。モジュール筐体２は好ましくは、図示の例のようにＩＳＯ規格コンテナで
ある。モジュール筐体２はさらに、モジュール制御システム６を有する。モジュール制御
システム６がモジュール３，４，５、さらに可能であれば図示の例に示されていないモジ
ュール筐体２内のモジュールを適切に制御することで、電力系統において制御およびシス
テムタスクが実行可能となる。このため、モジュール３，４，５とモジュール制御システ
ム６とは、データバス６１（不図示）により互いに接続される。従って、タスク実現のた
め、モジュール制御システム６は各モジュール３，４，５に制御コマンドを送信可能とな
る。
【００４５】
　図２は、図１に示したエネルギー貯蔵モジュール１のモジュール筐体２の斜視図である
。モジュール筐体２は上面２Ｏと、底面２Ｕと、４つの側面２Ｓを有する。さらに、モジ
ュール筐体２は防風、防水仕様となっている（側面２Ｓ、上面２Ｏ、底面２Ｕが閉じられ
ている）。モジュール筐体２の前側面２Ｓには、三つの電力接続インターフェース２１ａ
，２１ｂ，２１ｃが配置されている。例えば、それにより局地的および／または非局地的
電力系統ＬＳ，ＮＳに対し接続されることで、制御およびシステムタスクが実行され、モ
ジュール筐体２内のモジュールに対する電流の供給が実行される。同様に、３つのデータ
インターフェース２２ａ，２２ｂ，２２ｃが設けられる。これにより、接続された電力系
統で実行される制御およびシステムタスクＯＲＳ，ＮＯＲＳが少なくとも外部データＥＤ
として受信ＥＭされ、外部に動作データＢＤが送信される。インターフェースが３つある
ことで、複数の異なる通信網が通信に利用され、従って冗長性が得られる。モジュール筐
体２の底面２Ｕには、四隅に地面固定手段２４が設けられる。地面固定手段２４により、
エネルギー貯蔵モジュール１が安定的かつ着脱可能に地面Ｂに固定される。図示の例の実
施形態では、地面固定手段２４は、アースアンカーであるため、エネルギー貯蔵モジュー
ルは基礎部に設置可能であるとともに動作に適した安定性を持つ。従って、動作中にフラ
イホイールエネルギー貯蔵部３１の静的および動的負荷が地中に排出可能となる。エネル
ギー貯蔵モジュール１の重量により、アースアンカー２４は完全に地面Ｂに埋め込まれる
ので、モジュール筐体２は非常に安定する。
【００４６】
　図３は、本発明に係るエネルギー貯蔵モジュール１の概略図である。エネルギー貯蔵モ
ジュール１は内部コネクタとデータ接続を有する。簡略化のため、本実施形態に係るエネ
ルギー貯蔵モジュール１では、エネルギーを出力可能に保存するフライホイールエネルギ
ー貯蔵部３１が４つのみ示されているが、実際の動作用のエネルギー貯蔵モジュール１は
非常に多くのフライホイールエネルギー貯蔵部３１を有する。フライホイールエネルギー
貯蔵部は直流リンク３２により並列に切り替えられる。図示の例では、直流リンク３２は
共通直流バス３２であって、１つ以上の電力変換器３４またはフォワードコンバータ３４
に接続される。エネルギー貯蔵モジュールの各モジュールは、例えばデータバス６１のよ
うなデータ線６１により互いに接続される。局地的電力系統ＬＳは、電力接続インターフ
ェース２１ｃを介してエネルギー貯蔵モジュール１に接続される。非局地的電力系統ＮＳ
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は電力接続インターフェース２１ｂを介してエネルギー貯蔵モジュール１に接続される。
非局地的電力系統ＮＳはさらに電力接続インターフェース２１ａに接続されていることで
、モジュールに必要な動作電流がエネルギー貯蔵モジュール１に供給される（内部電力線
は特に図示の例では記載されていない）。フライホイールモジュール３からのエネルギー
放出Ｅｐが、適切に分配されて二つの接続電力系統ＬＳ，ＮＳに供給されるよう、エネル
ギー貯蔵モジュール１は調整部７を有する。調整部７は、図５に詳細に示すよう、エネル
ギー流を異なる電力系統ＬＳおよびＮＳにそれぞれ供給されるエネルギー流ＥＦｇおよび
ＥＦｌに分流する。その結果、総合モジュール貯蔵容量ＭＳＫおよびモジュール出力ＭＬ
を、エネルギー貯蔵モジュール１に接続された電力系統ＮＳ，ＬＳの少なくとも一方に対
するエネルギー回収Ｅｎおよびエネルギー放出Ｅｐに利用可能である。非局地的電力系統
ＮＳに接続された局地的電力系統ＬＳにのみ接続されているエネルギー貯蔵モジュール１
において、調整部７は少なくとも１つの回路遮断器を有する。この場合、全エネルギー流
ＥＦは局地的電力系統ＬＳ内で完結するため、エネルギー流の分流は不要である。また、
システムは第２以上の追加のフォワードコンバータ３４や、第２以上の追加の回路遮断器
７を有してもよい。この場合、必要に応じて調整ボックス７を省略してもよい。エネルギ
ー貯蔵モジュール１は、インターフェース２２ａを有する（データインターフェースは複
数であってもよいが、図示の例では簡略化のため１つのみ示す）。これにより、実行され
る局地的および非局地的制御およびシステムタスクＯＲＳ，ＮＯＲＳに関わる外部データ
ＥＤを受信ＥＭする。エネルギー貯蔵モジュール１はさらに、外部データ（制御コマンド
）を記憶Ｓおよび実行ＡＯ，ＡＮＯするモジュール制御システム６を有する。データイン
ターフェース２２ａはまた、通信接続が確立しているかを確認するための、動作データＢ
Ｄおよび／または検査信号ＴＳの外部への送信に用いられる。送信後、データインターフ
ェース２２ａは対応する返信信号ＲＳを受信する。モジュール制御システム６は、局地的
制御およびシステムタスクＯＲＳの実行ＡＯに不要なモジュール貯蔵容量ＭＳＫおよび／
またはモジュール出力ＭＬの範囲で、局地的電力系統ＮＳにおいて非局地的制御およびシ
ステムタスクＮＯＲＳを実行ＡＮＯする。このため、モジュール制御システム６は各外部
データＥＤ（制御コマンド）を実行ＡＯ，ＡＮＯを実行するための優先順位管理部６４を
有する。これにより、非局地的電力系統ＮＳにおける非局地的制御およびシステムタスク
ＮＯＲＳに関わる外部データＥＤ（制御コマンド）の実行ＡＮＯよりも優先して、局地的
電力系統ＬＳにおける局地的制御およびシステムタスクＯＲＳに関わる外部データＥＤ（
制御コマンド）が実行ＡＯされる。たとえば、優先順位管理部６４は優先順位を記憶する
データメモリとして設計される。優先順位は、たとえば記憶先で交換、変更可能なファイ
ルであってよい。一実施形態では、システムの安全上の理由から、データインターフェー
ス２２ａを介して優先順位管理部６４にアクセスすることはできない。具体的には、制御
は以下の通り行われる。モジュール制御システム６が各フライホイールエネルギー貯蔵部
３１に対し、減速により放出または加速により回収されるべきエネルギー量を伝える。そ
して調整部７が、調整機能設定データＫＤにより適切に動作される。モジュール制御シス
テムはさらに、実行される制御およびシステムタスクに関わる、受信ＥＭした外部データ
ＥＤが記憶されるタスクメモリ６３を有する。外部ＥＤは、記憶される前に送信元および
内容が検査されてよい。そして、検査で不適格となった場合、必要に応じて記憶が拒否さ
れる。モジュール制御システム６は、タスクメモリ６３にアクセスし、外部データＥＤお
よび優先順位管理部６４における優先順位に基づき動作計画ＢＰを作成することができる
。そして、作成された動作計画ＢＰに基づきエネルギー貯蔵モジュール１を制御可能とな
る。動作計画は、冷却モジュール５および真空モジュール４を動作させるための指示を含
んでよい。真空モジュールはフライホイールエネルギー貯蔵部３１の回転子筐体に、パイ
プシステム４２（太線で示す）を介して接続され、真空ポンプ部４１により必要な動作真
空を生成可能である。真空ポンプ部４１はパイプシステム４２に接続され、たとえばブー
スポンプおよびターボ分子ポンプを有する。エネルギー貯蔵モジュール１は１つ以上の測
定部６２を使用して、接続した電力系統ＬＳ，ＮＳ内の関連データＲＤを測定し、当該関
連データＲＤに基づき、局地的および非局地的電力系統ＬＳ，ＮＳにおける局地的および
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非局地的制御およびシステムタスクＯＲＳ，ＮＯＲＳを実行ＡＯ，ＡＮＯする（モジュー
ル制御システム６への点線矢印で示す）。
【００４７】
　図４は、本発明のエネルギー貯蔵システム１０の例示的実施形態を示す。本実施形態に
おいて、エネルギー貯蔵システム１０は３つのエネルギー貯蔵モジュール１，１’，１’
’を有する。エネルギー貯蔵モジュール１，１’，１’’はそれぞれ、フライホイールモ
ジュール３を有する。これにより、それぞれモジュール貯蔵容量ＭＳＫおよびモジュール
出力ＭＬを有するエネルギー貯蔵モジュール１，１’，１’’に対してエネルギーが出力
可能に貯蔵される。３つのエネルギー貯蔵モジュール１，１’，１’’は、エネルギー貯
蔵システム１０を制御するマスター制御システム６Ｍを有するマスターモジュールと、エ
ネルギー貯蔵モジュール１’，１’’における２つのスレーブ制御システム６Ｓに分けら
れる。ここで示す実施形態は例示に過ぎない。エネルギー貯蔵システム１０毎のエネルギ
ー貯蔵モジュールの数は、実際に求められる用途により決まるため、大きく変動し得る。
図示の例では、エネルギー貯蔵モジュール１，１’，１’’は共通接続点９を介して接続
されている。その結果、それぞれのモジュール容量ＭＳＫおよびモジュール出力ＭＬの合
計としての、エネルギー貯蔵システム１０のシステム貯蔵容量ＡＳＫおよびシステム出力
ＡＬが制御およびシステムタスクＮＯＲＳ，ＯＲＳに利用可能となる。エネルギー貯蔵モ
ジュール１，１’，１’’は、たとえばデータバス８のようなデータネットワーク８を介
して互いに接続されている。そこで、データネットワーク８を拡張することで、必要に応
じて、既存の３つのエネルギー貯蔵モジュール１，１’，１’’に加え、後に追加エネル
ギー貯蔵モジュール１’’’を追加可能となる。共通接続点９に対する電力接続２１ａに
ついても同様である。エネルギー貯蔵モジュールは、１つ以上の電力接続２１ａ，２１ｂ
，２１ｃ（２１ｂ，２１ｃは図示の例では不図示）を有し、それらは共通接続点９を介し
て電力系統ＬＳ，ＮＳに接続される。非局地的電力系統ＮＳにおける非局地的制御および
システムタスクＮＯＲＳおよび局地的電力系統ＬＳにおける局地的制御およびシステムタ
スクＯＲＳは、当該接続を通じた、接続された電力系統ＬＳ，ＮＳに対するエネルギー回
収Ｅｎ，エネルギー放出により実行されるのである。共通接続点にてエネルギー流ＥＦを
、別々の電力系統ＮＳ，ＬＳに対する別々のエネルギー流ＥＦｇ，ＥＦｌに分流するため
、エネルギー貯蔵システム１０は調整部７（図５参照）を有する。その結果、エネルギー
貯蔵システム１０に接続された電力系統ＮＳ，ＬＳの１つ以上に対するエネルギー回収Ｅ
ｎおよびエネルギー放出Ｅｐに対し、システム貯蔵容量ＡＳＫおよびシステム出力ＡＬが
全て利用可能になるのである。エネルギー貯蔵システム１０が非局地的電力系統ＮＳに接
続された局地的電力系統ＬＳにのみ接続されている場合、調整部７は少なくとも１つの回
路遮断器を有し、全エネルギー流ＥＦは局地的電力系統ＬＳ内で完結するため、分流の必
要がない。マスター制御システム６Ｍは、データネットワーク８に接続されたエネルギー
貯蔵モジュール１，１’，１’’を統括的に制御するものであり、実行される局地的およ
び非局地的制御およびシステムタスクＯＲＳ，ＮＯＲＳに関わる外部データＥＤ（制御コ
マンド）を受信ＥＭするためのデータインターフェース２２ａを少なくとも１つ有する。
マスター制御システム６Ｍは、接続された全エネルギー貯蔵モジュール１，１’，１’’
のモジュール貯蔵容量ＭＳＫおよびモジュール出力ＭＬを制御およびシステムタスクＯＲ
Ｓ，ＮＯＲＳの実行ＡＯ，ＡＮＯに利用可能であり、局地的制御およびシステムタスクＯ
ＲＳに対し不要な分のシステム貯蔵容量ＡＳＫおよび／またはシステム出力ＡＬの範囲で
のみ非局地的制御およびシステムタスクＮＯＲＳを実行ＡＮＯする。マスター制御システ
ム６Ｍの構成要素は図３に詳細に示す。本実施形態では、その他エネルギー貯蔵モジュー
ル１’，１’’（スレーブモジュールとも称する）はそれぞれ１つのスレーブ制御システ
ム６Ｓを有する。スレーブ制御システム６Ｓは、自モジュール１’，１’’の運転状態Ｂ
Ｚを監視、制御し、データネットワーク８を介して当該スレーブモジュール１’，１’’
の動作データＢＤをマスター制御システム６Ｍに送信する。ここで、スレーブモジュール
１’，１’’は、マスター制御システム６Ｍにより統括的に制御される。具体的には、マ
スター制御システム６Ｍは、スレーブ制御部６Ｓに制御およびシステムタスクＯＲＳ，Ｎ
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ＯＲＳを実行するよう指示し、各スレーブ制御部６Ｓが当該指示を、フライホイールエネ
ルギー貯蔵部３１の機械的パラメータとして実行するのである。より具体的には、制御は
以下の通りに実行される。即ち、マスター制御システム６Ｍが、各エネルギー貯蔵モジュ
ール１，１’，１’’に、フライホイールエネルギー貯蔵部３１の減速により放出される
べきエネルギー量、または各フライホイールエネルギー貯蔵部３１の加速により回収され
るべきエネルギー量を伝えるのである。所望のエネルギーが確実に回収または放出される
よう、スレーブ制御部６Ｓは、各フライホイールエネルギー貯蔵部３１を減速、加速する
よう当該フライホイールエネルギー貯蔵部３１の駆動モータを制御する。
【００４８】
　図５は、調整部７の例示的実施形態を示す。図示の例では、調整部７は局地的電力系統
ＬＳおよび非局地的電力系統ＮＳに接続される。本実施形態の調整部７は、制御要素７１
－１を有する調整ボックス７１と、接続された電力系統ＬＳ，ＮＳのそれぞれに対応する
回路遮断器７１―２とを有する。これにより、調整部７は、エネルギー貯蔵モジュール１
またはエネルギー貯蔵システム１０と、接続された電力系統ＬＳ，ＮＳとの間のエネルギ
ー流ＥＦを調整可能となり、必要に応じてエネルギー貯蔵モジュール１または局地的エネ
ルギー貯蔵システム１０から、図示の例では局地的電力系統ＬＳおよび／または非局地的
電力系統ＮＳである１つ以上の接続された電力系統を切り離すことが可能となるのである
。マスター制御部６（マスター制御システム６Ｍ）は、データ接続６１（またはデータネ
ットワーク８）を介して、調整ボックス７１の制御要素７１－１に接続され、エネルギー
流の制御のため、適切な調整機能設定データＫＤを調整ボックス７１に送信する。図示の
例では、調整機能設定データＫＤは制御ボックス７１－１に直接送信される。調整機能設
定データＫＤに基づき、制御要素７１－１は、接続点９から接続された電力系統ＬＳ，Ｎ
Ｓへのエネルギー流ＥＦの、局地的電力系統ＬＳへのエネルギー流ＥＦｌ、非局地的電力
系統ＮＳへのエネルギー流ＥＦｇへの分流を制御する。本例示的実施形態において、エネ
ルギー流ＥＦの、接続された両電力系統ＬＳ，ＮＳのエネルギー供給の際の分流はあくま
で例示である。調整ボックス７１は、接続された電力系統ＬＳ，ＮＳの一方からのエネル
ギー流と、電力系統ＬＳ，ＮＳの他方へのエネルギー流を制御する。２つのエネルギー流
の大きさに応じて、エネルギー貯蔵モジュール１またはエネルギー貯蔵システム１０に負
エネルギーの超過分が貯蔵されるか、エネルギー貯蔵モジュール１またはエネルギー貯蔵
システム１０から正のエネルギーの超過分が供給される。図示の例では、エネルギー貯蔵
モジュール１またはエネルギー貯蔵システム１０は詳述されるのではなく、対応する部材
６，６Ｍ，６１，６２，７，８により概略的に示される。調整ボックス７１は、２つの接
続された電力系統ＬＳ，ＮＳの関連データＲＤを対応する測定部６２から同時に受信する
。当該関連データＲＤに基づき、制御要素７１－１は、制御要素７１－１に記録された関
連データＲＤの基準または閾値により、２つの接続された電力系統ＬＳ，ＮＳが通常状態
であるか確認する。接続された電力系統ＬＳ，ＮＳの内いずれか一方が系統故障により利
用不能になると、それは制御要素７１－１に送信された対応する関連データＲＤにより明
らかとなる。これに応じて、制御要素７１－１は自動的に、エネルギー貯蔵システム１０
を接続された電力系統ＬＳ，ＮＳから切り離すための適切な切断信号（点線矢印）を該当
する１つ以上の回路遮断器７２－２に送信する。それに応じて、回路遮断器７２－２は接
続されていた電力系統ＬＳ，ＮＳをエネルギー貯蔵モジュール１またはエネルギー貯蔵シ
ステム１０から数ミリ秒以内に切り離す。１つの接続された電力系統ＬＳまたはＮＳのみ
が切り離された場合、エネルギー貯蔵モジュール１またはエネルギー貯蔵システム１０は
、そのまま他方の接続済みの電力系統に対応可能となる。その結果、電力系統ＬＳまたは
ＮＳが故障しても、短絡や過負荷状態を効果的に防ぐことができる。本例示的実施形態に
示す接続された局地的電力系統ＬＳおよび接続された非局地的電力系統ＮＳは、あくまで
２つの接続された電力系統の一例に過ぎない。別の実施形態では、調整部７、より具体的
には調整ボックス７１は３つ以上の電力系統に接続されていてもよい。３つ以上の接続さ
れた電力系統は、局地的電力系統であって、そのうち少なくとも１つの局地的電力系統が
非局地的電力系統に接続され、非局地的調整およびシステムタスクを実行するものであっ
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てもよい。
【００４９】
　図６は、制御およびシステムタスクＯＲＳ，ＮＯＲＳに対し、可変的に局地的および非
局地的エネルギーを供給するための、本発明に係る方法の実施形態を示す。まず、接続さ
れる特定の電力系統ＬＳ，ＮＳにおいて、所望の制御およびシステムタスクＯＲＳ，ＮＯ
ＲＳを実行ＡＯ，ＡＮＯするためのシステム貯蔵容量ＡＳＫおよびシステム出力ＡＬが判
定ＢＳされる。そして、モジュール貯蔵容量ＭＳＫと、モジュール出力ＭＬと、モジュー
ル制御システム６とを有する、適切な数の本発明に係るエネルギー貯蔵モジュール１，１
’，１’’が、設置場所に設けられるＡＦ。エネルギー貯蔵モジュール１，１’，１’’
の数は、モジュール貯蔵容量ＭＳＫおよびモジュール出力ＭＬの和が、必要なシステム貯
蔵容量ＡＳＫおよびシステム出力ＡＬに対応するように設定される。動作開始の前に、エ
ネルギー貯蔵モジュール１，１’，１’’のモジュール筐体２は、設置場所の地面Ｂに固
定ＶＡされる。これにより、エネルギー貯蔵システム１０の動作中、静的、動的負荷が吸
収される。さらに、エネルギー貯蔵モジュール１，１’，１’’は、共通接続点９に接続
ＡＳＭされ、接続点９は電力系統ＬＳ，ＮＳにそれぞれ接続ＡＳＳされる。同様に、エネ
ルギー貯蔵モジュール１，１’，１’’は、共通データネットワーク８により互いに接続
ＶＢされ、共通エネルギー貯蔵システム１０が形成される。その結果、各モジュール制御
システム６により、エネルギー貯蔵システムの共通制御ＧＳが可能となる。接続された電
力系統ＬＳ，ＮＳにおける制御およびシステムタスクの実行要求が時間の経過とともに変
化した場合、エネルギー貯蔵システム１０はシステム貯蔵容量ＡＳＫおよびシステム出力
ＡＬの要求の変化に応じて、適切に調整ＡＰ可能となる。具体的には、適切に上述の手順
により、さらにエネルギー貯蔵モジュール１’’’が追加Ｈされるか、エネルギー貯蔵シ
ステム１０から、１つ以上のエネルギー貯蔵モジュール１’’が除去Ｅされる。後者の場
合、あらかじめ除去される特定のエネルギー貯蔵モジュール１’’に対する全ての電力接
続２１ａ，２１ｂ，２１ｃが接続点９から切断され、データネットワーク８から対応する
全てのデータインターフェース２２ａ，２２ｂ，２２ｃが切り離され、そしてモジュール
筐体２が設置場所から取り外される。
【００５０】
　ここで示す実施形態は、あくまで本発明の例示であり、限定的と解されるべきではない
。当業者により想到可能なその他実施形態も同様に本発明の範囲に含まれるものである。
【符号の説明】
【００５１】
１　本発明に係るエネルギー貯蔵モジュール
１’，１’’，１’’’　本発明に係るさらなるエネルギー貯蔵モジュール
１０　本発明に係るエネルギー貯蔵モジュールを１つ以上有するエネルギー貯蔵システム
２　モジュール筐体
２Ｕ　モジュール筐体底面
２Ｓ　モジュール筐体側面
２Ｏ　モジュール筐体上面
２１ａ，２１ｂ，２１ｃ　電力接続インターフェース
２２ａ，２２ｂ，２２ｃ　データインターフェース
２３　断熱層
２４　地面固定手段
３　フライホイールモジュール
３１　フライホイールエネルギー貯蔵部
３２　直流リンク
３３　フライホイールエネルギー貯蔵部のフレーム（設置）
３４　電力変換器またはフォワードコンバータ
４　真空モジュール
４１　真空ポンプ部
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４２　パイプシステム
５　冷却モジュール
６　モジュール制御システム
６Ｍ　マスター制御システム（ｌｅａｄｉｎｇモジュール制御システム）
６Ｓ　スレーブ制御システム（ｄｅｐｅｎｄｅｎｔモジュール制御システム）
６１　データバス（エネルギー貯蔵モジュール内または異なるエネルギー貯蔵モジュール
間）
６２　測定部
６３　タスクメモリ
６４　優先順位管理部
７　調整部（エネルギー貯蔵モジュール内またはエネルギー貯蔵モジュール外のエネルギ
ー貯蔵システム内）
７１　調整ボックス
７１－１　制御要素
７１－２　回路遮断器
８　本発明に係るエネルギー貯蔵モジュールを接続するためのデータネットワーク
９　接続点
ＡＦ　所定数のエネルギー貯蔵モジュールを設置場所に設置
ＡＬ　エネルギー貯蔵システムのシステム出力
ＡＮＯ　非局地的制御およびシステムタスク実行
ＡＯ　局地的制御およびシステムタスク実行
ＡＰ　要求されたシステム貯蔵容量およびシステム出力の変化に応じたエネルギー貯蔵シ
ステムの調整
ＡＳＫ　エネルギー貯蔵システムのシステム貯蔵容量
ＡＳＭ　エネルギー貯蔵モジュールを共通接続点に接続
ＡＳＳ　接続点を電力系統に接続
Ｂ　地面、基礎
ＢＤ　動作データ
ＢＰ　動作計画
ＢＳ　必要なシステム貯蔵容量およびシステム出力を判定
Ｅ　エネルギー貯蔵システムからエネルギー貯蔵モジュールを除去
ＥＤ　外部データ（制御コマンド）
ＥＦ　エネルギー流
ＥＦｇ　非局地的電力系統へのエネルギー流
ＥＦｌ　局地的電力系統へのエネルギー流
ＥＭ　データ受信（外部データ）
Ｅｎ　電力系統に対するエネルギー回収（負のエネルギー）
Ｅｐ　電力系統に対するエネルギー放出（正のエネルギー）
ＧＳ　エネルギー貯蔵システム共通制御
Ｈ　エネルギー貯蔵システムにエネルギー貯蔵モジュールを追加
ＫＤ　調整機能設定データ
ＬＳ　局地的電力系統
ＭＬ　モジュール出力
ＭＳＫ　モジュール貯蔵容量
ＮＯＲＳ　非局地的制御およびシステムタスク
ＮＳ　非局地的電力系統
ＯＲＳ　局地的制御およびシステムタスク
ＲＤ　関連データ
ＲＳ　返信信号
ＴＳ　検査信号
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ＶＡ　モジュール筐体を設置場所の地面に固定
ＶＢ　共通データネットワークによりエネルギー貯蔵モジュールを接続

【図１】

【図２】

【図３】
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【図６】
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【国際調査報告】
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【要約の続き】
ＲＳ，ＮＯＲＳ）を実行するモジュール制御システム（６）とを有する。モジュール筐体（２）は、内蔵するモジュ
ール（３，４，５，．．．）の安全な搬送に適するよう構成され、動作中にフライホイールエネルギー貯蔵部（３１
）の静的および動的負荷を吸収する。これにより、エネルギー貯蔵モジュール（１）は、電力系統の制御およびシス
テムタスクに対して、十分に大きなエネルギー貯蔵容量および出力を提供可能なよう、可変的に所望のあらゆる場所
に迅速に配置可能である。
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